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住宅関連施策を読み解く 特集：ストックの性能強化と活用に重点を置く2018年度

＊ 表は2018年2月時点の情報に基づいており、まだ確定していない内容も一部含みます（公募時期などは4月以降に発表される予定）。
＊ 補助事業は予算金額に達した場合、予定よりも早期に終了する場合があります。
＊ 各種リフォームについても減税措置があります。詳細は（一社）住宅リフォーム推進協議会のホームページ等をご覧ください。

2019
年度

2020
年度2018年4月1日住宅関連優遇策一覧 新

築
既
築

リ
フ
ォ
ー
ム

リ
フ
ォ
ー
ム

● インスペクション補助額：費用の1/3
● 事業タイプ別補助額：補助率1/3　（上限：①評価基準型100万円/戸　②認定長期優良     住宅型：200万円/戸　
③高度省エネルギー型：250万円/戸）   ※三世代同居対応の場合は上限を50万円上乗せ

● 補助額：共同居住用住宅に用途変更するための改修工事・間取り変更工事・耐震改修工事・     バリアフリー改修工事などにかかる費用の
①地方公共団体が主体の場合　国1/3　地方公共団体1/3　　②国の直接補助の場合　国    1/3　　（①②とも上限：50万円/戸）
※用途変更のための改修工事、間取り変更工事、耐震改修工事のいずれかを含む場合は、上限は    100万円/戸

長期優良
住宅化

リフォーム推進
◯‒ 長期優良住宅化リフォーム推進事業長期優良住宅化リフォーム推進事業

住宅
セーフティネット ◯‒ 住宅確保要配慮者専用

賃貸住宅改修事業
住宅確保要配慮者専用
賃貸住宅改修事業

■ 変更点
①「安心Ｒ住宅」の標章が付与されているものは、登録団体による公募・事前採択の対象とする　
②高度省エネルギー型も通年申請のみとする　

■ 総合支援メニュー（パッケージ申請）を追加：
　 住宅耐震化に積極的な地方公共団体を対象に、補強設計等の費用、
　 耐震化改修工事費に対し定額100万円までを交付

継
続

継
続

● 耐震診断補助額：国と地方公共団体で2/3   
● 耐震改修補助額：国と地方公共団体で23% （戸建住宅の上限：82.2万円/戸）  ※戸建住     宅の耐震改修は定額補助の選択も可能
※地方公共団体が区域を定め戸別訪問を行う場合、　耐震改修に対し30万円/戸を加算       （2017年度末までの時限措置）

耐震改修に
関する支援 住宅･建築物安全ストック形成事業住宅･建築物安全ストック形成事業◯‒ 継

続

2018年3月23日で
交付申請終了

継
続

省エネ設備に
関する優遇

省エネ住宅に
関する支援

エ
コ
＆
エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
コ
＆
エ
ネ
ル
ギ
ー

エネファーム導入補助金エネファーム導入補助金◯◯ ● 補助額：エネファーム機器仕様と材工価格により定額（上限16万円）   ※既築・LPガス・寒     冷地域仕様には各3万円追加

太陽光発電の固定価格買取制度太陽光発電の固定価格買取制度◯◯ ● 余剰買取価格（10kW未満）
①東京・中部・関西電力管内：26円（税込）/kWh　②その他の電力管内：28円（税込）/kWh

①24円（税込）/kWh
②26円（税込）/kWh

● 補助額：定額75万円（地域区分・建物規模によらず全国一律）
※蓄電システム導入により4万円/kWh加算(上限：補助対象経費の1/3または40万円の     いずれか低い額）

● 補助額：対象費用の1/3以内 （上限：戸建住宅120万円/戸、集合住宅15万円/戸）

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH)
支援事業
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH)
支援事業◯◯ 2017年10月10日で

公募申込終了

2017年11月15日で
公募申込修了

2018年2月23日までの申込

● 余剰買取価格（10kW未満）
①東京・中部・関西電力管内：28円（税込）/kWh　②その他の電力管内：３0円（税込）/kWh

高性能建材による住宅の
断熱リフォーム支援事業（断熱リノベ）
高性能建材による住宅の
断熱リフォーム支援事業（断熱リノベ）◯‒

継
続

● 補助額：①ＺＥＨ70万円/戸
● 補助額：②ＺＥＨ+（ZEH要件に「更なる省エネルギーの実現」と「自家消費を意識した再生可能エネルギー」を追加したもの）115万円/戸　 
※蓄電システム導入により3万円/kWh加算（上限①30万円 ②45万円または経費の1/3のいずれか低い額） 
※低炭素化資材と先進的な再エネ熱利用技術を活用により加算（上限90万円/戸) 

● 補助額：①戸建住宅　導入費の1/3（上限120万円/戸）　②集合住宅　導入費の1/3（15万円/戸）　(2019年度まで)
※家庭用蓄電池　設備費：3万円/kWh(上限1/3）工事費：定額（上限5万円/台）を別途補助
※家庭用蓄熱設備等　設備費・工事費合わせて定額(上限5万円/台）を別途補助

継
続

継
続

①（2019年度まで)
②（2022年度まで）

地域材
活用促進

木
造
住
宅

木
造
住
宅

地域型住宅グリーン化事業地 域 型 住 宅 グリーン化 事 業◯ ◯

（1）長寿命型　● 補助額：対象費用の10%以内　（上限100万円/戸）
（2）高度省エネ型 ①認定低炭素住宅 ● 補助額：対象費用の10％以内　（上限100   万円/戸）
 ②性能向上計画認定住宅 ● 補助額：対象費用の10％以内　（上限100   万円/戸）
 ③ゼロ･エネルギー住宅 ● 補助額：対象費用の1/2　（上限165万    円/戸・150万円/戸（事業者実績による）)

（3）優良建築物型 ● 補助額：対象費用の10%以内　（上限：床面積1万円/㎡、かつ1,00   0万円/事業者）
※（1）（2）：地域材を使用する場合は上限20万円/戸加算　※（1）（2）：三世代同居対応は上     限30万円/戸加算

■ 補助限度額の変更点
（1）長寿命型：110万円/戸・100万円/戸（事業者実績による）
（2）高度省エネ型 ①認定低炭素住宅：110万円/戸・100万円/戸（事業者実績による）
 ②性能向上計画認定住宅：110万円/戸・100万円/戸（事業者実績による）
 ③ゼロ・エネルギー住宅：140万円/戸・125万円/戸（事業者実績による）　

継
続

※既存（改修工事）で対象に
　なるのはゼロ・エネルギー
　住宅のみ

買取再販で扱われる
住宅取得に係る

特例措置

税     

制

税     

制

不動産取得税不 動 産 取 得 税◯‒

登録免許税登録免許税◯‒ ● 一定の質の向上リフォームが行われた買取再販中古住宅取得の場合：家屋の所有権移      転登記を本則2％に対し0.1%（一般住宅特例は0.3%）　　　 　（2020年3月31日まで延長）

● 一定の質の向上が図られた中古住宅を買取再販した場合：築年数に応じ一定額を減額（最     大36万円） （2019年3月31日まで）

耐震改修
促進税制 固定資産税固定資産税‒ ◯ ● 旧耐震基準住宅を耐震リフォーム行った場合：1年度分の1/2減額（120㎡相当分まで）　 　（2020年3月31日まで延長）

住宅ローン減税(所得税)、その他住宅ローン減税(所得税)、その他‒ ◯
● 中古住宅を取得し適合した耐震改修工事を行った場合、耐震基準適合既存住宅と見なし、    同等の特例措置を適用できる（「買って耐震」）

（利用可能な特例措置：①住宅ローン減税　②贈与税非課税　③相続時精算課税制度　④不    動産取得税） 

投資型減税（所得税）投資型減税（所得税）‒ ◯ ● 旧耐震基準住宅を耐震リフォーム行った場合：工事費の10%を控除（対象限度額250万    円） 　（2021年12月31日まで延長）

登録免許税登録免許税‒◯ ● ①所有権保存登記：本則0.4%に対して0.1%（一般住宅は0.15%）　② 所有権の移    転登記：本則2.0%に対して0.1%（一般住宅は0.3%） 　（2020年3月31日まで延長）

投資型減税（所得税）投資型減税（所得税）‒◯ ● 床面積に4万3,800円を乗じた金額（上限650万円）の10%相当額を控除     ※控除    しきれない場合は翌年の所得税額から控除　　　　　　　　　　 　（2021年12月31日まで）

住宅ローン減税（所得税）住宅ローン減税（所得税）‒◯ ● 10年間で最大500万円控除（ 一般住宅は最大400万円）　控除額＝住宅ローン年末残    高×1%   ※控除しきれない場合は翌年の住民税額から控除（上限13万6,500円） 　（2021年12月31日まで）

投資型減税（所得税）投資型減税（所得税）
‒ ◯

● 三世代同居対応改修工事に係る控除費の10%を控除（対象限度額250万円） 　（2021年12月31日まで）

ローン型減税（所得税）ローン型減税（所得税） ● ①三世代同居対応改修工事に係る5年以上のローン：年末残高の2%を5年間控除（対象限    度額250万円）    ②それ以外の改修工事に係る5年以上のローン：年末残高の1%を5年間控除（対象限度額は①と②の合計1,000万円） 　（2021年12月31日まで）

中古住宅取得後
の耐震改修

三世代同居に
対応したリフォームに

関する特例措置

認定低炭素住宅
促進のための

特例措置

固定資産税固定資産税‒ ◯ ● 耐震・省エネのいずれかを行うことが必須：1年度分の2/3減額（120㎡相当分まで） 　（2020年3月31日まで延長）

投資型減税（所得税）投資型減税（所得税）‒ ◯
● 耐震または省エネ＋耐久性：対象工事費10%を控除（対象限度額250万円　※太陽光発     電設備は350万円）
● 耐震＋省エネ＋耐久性：対象工事費10%を控除（対象限度額500万円　※太陽光発電設     置は600万円）
● 耐震＋省エネ＋耐久性＋バリアフリー＋同居対応：対象工事費10%を控除（対象限度額9   50万円　※太陽光発電設置は1,050万円）

　（2021年12月31日まで）

ローン型減税（所得税）ローン型減税（所得税）‒ ◯ ● ①省エネ＋耐久性に係る5年以上のローン：年末残高の2%を5年間控除（対象限度額は2   50万円）   ②それ以外の改修工事に係る5年以上のローン：年末残高の1%を5年間控除（対象限度額は①と②の合計1,000万円） 　（2021年12月31日まで）

長期優良住宅化
リフォームに係る

特例措置

不動産取得税不動産取得税‒◯ ● 課税標準からの控除額が1,300万円（一般住宅は1,200万円） 　（2020年3月31日まで延長）

登録免許税登録免許税‒◯
● 所有権保存登記：本則0.4%に対して0.1%（一般住宅は0.15%）　
● 所有権移転登記：本則2.0%に対して戸建て0.2%マンション0.1%（一般住宅は0.3%）

　（2020年3月31日まで延長）

長期優良住宅
普及促進税制

住宅資金贈与に
関する優遇税制 住宅取得等資金の贈与税非課税枠住宅取得等資金の贈与税非課税枠◯◯ ● 高い省エネ性、耐震性、バリアフリー性を満たす住宅：非課税枠1,200万円（一般住宅    は700万円） （2021年12月31日まで） （2019年4月1日まで

現行の非課税枠を継続）

住宅ローン減税（所得税）住宅ローン減税（所得税）◯ ‒ ● 10年間で最大500万円控除（一般住宅は最大400万円）　控除額＝住宅ローン年末残     高×1%　　
※ 控除しきれない場合は翌年の住民税額から控除（上限13万6,500円）

　（2021年12月31日まで）

投資型減税（所得税）投資型減税（所得税）◯ ● 床面積に4万3,800円を乗じた金額（上限650万円）の10%相当額を控除   ※控除し   きれない場合は翌年の所得税額から控除　　　　　　　　　　 　（2021年12月31日まで）‒

固定資産税固定資産税◯ ‒ ● 戸建ては5年間、マンションは7年間（一般住宅特例：戸建ては3年間、マンションは5年間）   いずれも1/2減額 　（2020年3月31日まで延長）

■ ④不動産取得税は敷地にも拡充

■ 敷地にも拡充
（①4万5,000円　②土地評価額1/2×床面積の2倍×3% いずれか多い方を減額）

2017年4月1日
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す
。
事
業
者
が
協
議
会
な
ど
を
作
っ
て
情

報
提
供
シ
ス
テ
ム
作
り
な
ど
に
取
り
組
む

際
の
経
費
に
対
し
、
定
額
補
助
が
行
わ
れ

ま
す
。

　

ま
た
住
宅
弱
者
を
な
く
す
た
め
、
民
間

賃
貸
住
宅
や
空
き
家
を
活
用
し
た
「
新
た

な
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
制
度
」
が
昨

年
10
月
に
施
行
さ
れ
ま
し
た
。
要
配
慮
者

業
者
が
持
つ
活
用
可
能
な
住
宅
情
報
（「
住

宅
瑕
疵
情
報
」
や
「
履
歴
情
報
」
な
ど
）

を
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
す
る
こ
と
な
ど
に
よ

り
、
既
存
住
宅
の
品
質
向
上
や
取
引
の
円

滑
化
に
活
用
し
よ
う
と
い
う
も
の
で
す
。

こ
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
使
う
こ
と
で
、
築

年
数
や
地
域
風
土
に
よ
り
起
こ
り
や
す
い

瑕
疵
な
ど
を
把
握
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

の
入
居
を
拒
ま
な
い
登
録
住
宅
の
改
修
費

に
対
し
て
補
助
制
度
が
あ
り
ま
す
。

耐
震
化
パ
ッ
ケ
ー
ジ
や

密
集
地
防
災
改
修
支
援
で

安
全
な
住
ま
い
を

　

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
、
首
都
直
下
地

震
と
い
っ
た
大
災
害
発
生
が
心
配
さ
れ
る

現
在
、
２
０
２
５
年
ま
で
に
耐
震
性
が
不

十
分
な
住
宅
を
お
お
む
ね
解
消
す
る
た
め

に
、
住
宅
・
建
築
物
の
耐
震
化
を
よ
り
一

層
推
進
し
ま
す
。
今
回
、
従
来
の
耐
震
化

支
援
メ
ニ
ュ
ー
に
加
え
、
新
し
い
「
住
宅

耐
震
化
の
総
合
支
援
メ
ニ
ュ
ー
」（
図
４
）

を
創
設
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
今
ま
で
補

強
設
計
・
設
計
監
理
・
耐
震
改
修
と
個
別

に
申
請
し
て
い
た
も
の
を
一
括
パ
ッ
ケ
ー

ジ
で
申
請
で
き
、
手
続
き
の
煩
雑
さ
を
解

消
し
ま
し
た
。
交
付
限
度
額
は
原
則
定
額

１
０
０
万
円
（
耐
震
改
修
工
事
費
の
８
割

を
限
度
）
で
、
住
宅
の
耐
震
化
に
積
極
的

な
取
組
み
を
行
っ
て
い
る
地
方
公
共
団
体

が
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
２
０
１
６
年
に
発
生
し
た
糸
魚

川
市
大
規
模
火
災
を
踏
ま
え
、
大
規
模
な

火
災
発
生
の
恐
れ
が
あ
る
市
街
地
解
消
へ

の
取
組
み
を
強
化
し
ま
す
。
密
集
市
街
地

に
該
当
し
な
い
場
合
で
も
、
消
防
活
動
が

困
難
な
区
域
に
お
い
て
は
、
老
朽
木
造
住

宅
の
防
火
改
修
支
援
を
新
た
に
実
施
し
ま

す
。
ま
た
、
建
築
基
準
法
を
見
直
し
、「
防

火
・
準
防
火
地
域
に
お
い
て
延
焼
防
止
性

能
の
高
い
建
築
物
は
建
蔽
率
を
10
％
緩
和

す
る
」
な
ど
、
制
度
面
で
も
フ
ォ
ロ
ー
し

て
い
く
予
定
で
す
（
図
５
）。

「
地
域
型
住
宅
グ
リ
ー
ン
化
事
業
」で

良
質
な
木
造
住
宅
の
整
備
を
継
続

　

地
域
の
連
携
体
制
に
よ
る
、
省
エ
ネ
性

能
や
耐
久
性
に
優
れ
た
木
造
住
宅
・
建
築

物
を
支
援
す
る
「
地
域
型
住
宅
グ
リ
ー
ン

化
事
業
」
を
引
き
続
き
推
し
進
め
ま
す
。

補
助
の
仕
組
み
は
お
お
む
ね
変
わ
り
ま
せ

ん
が
、
住
宅
の
補
助
限
度
額
は
ゼ
ロ
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
住
宅
が
下
が
り
、
他
は
上
が
り

ま
し
た
。
ま
た
、
施
工
経
験
に
よ
る
限
度

額
の
差
異
は
、
長
寿
命
型
、
高
度
省
エ
ネ

型
の
す
べ
て
に
適
用
さ
れ
ま
す
（
図
６
）。

　

さ
ら
に
２
０
１
８
年
度
か
ら
Ｚ
Ｅ
Ｈ

（
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅
）等
の
推
進
に

向
け
、
国
土
交
通
省
・
経
済
産
業
省
・
環
境

省
が
連
携
し
て
取
り
組
む
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。
従
来
の
Ｚ
Ｅ
Ｈ
は
環
境
省
が
、
よ

り
高
性
能
な
Ｚ
Ｅ
Ｈ
＋（
プ
ラ
ス
）は
経
済

産
業
省
が
、
地
域
の
中
小
工
務
店
が
連
携

し
た
Ｚ
Ｅ
Ｈ（「
地
域
型
住
宅
グ
リ
ー
ン
化

事
業
」の
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅
）と
Ｌ

Ｃ
Ｃ
Ｍ
住
宅（「
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
建
築
物
等

図1. 「安心R住宅」の概要 図2. 長期優良住宅化リフォーム推進事業

図3．住宅瑕疵情報を活用した情報インフラのイメージ 特  集

項
目
で
す
。

　

住
宅
関
連
の
補
助
事
業
は
、
若
干
の
変

更
が
あ
り
ま
す
が
、
ほ
ぼ
継
続
し
ま
す
。

全
体
と
し
て
、
既
存
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
質

を
よ
り
高
め
、
有
効
活
用
す
る
こ
と
に
力

を
入
れ
て
い
る
と
い
っ
て
い
い
で
し
ょ
う
。

変
更
点
な
ど
を
踏
ま
え
、
順
に
ご
説
明
い

た
し
ま
す
。

既
存
住
宅
市
場
に
活
性
化
を

も
た
ら
す「
安
心
Ｒ
住
宅
」や

「
住
宅
瑕
疵
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
」

　

急
増
す
る
空
き
家
対
策
や
、
ま
だ
十
分

整
っ
て
い
な
い
既
存
住
宅
市
場
の
整
備
が

急
務
に
な
っ
て
い
ま
す
。
住
宅
の
適
切
な

　

２
０
１
８
年
度
の
住
宅
局
関
連
予
算

は
、
次
の
４
分
野
の
施
策
を
重
点
項
目
と

し
て
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
空
き
家
対
策
も
含
め
て
、「
既

存
住
宅
・
リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
を
活
性
化
」

さ
せ
る
様
々
な
施
策
を
推
進
し
ま
す
。
若

年
・
子
育
て
世
帯
、
高
齢
者
世
帯
が
安
心

し
て
暮
ら
せ
る
「
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ

ト
の
強
化
」
に
も
力
を
入
れ
ま
す
。
耐
震

改
修
や
密
集
市
街
地
の
改
善
な
ど
に
よ

る
、「
災
害
に
強
い
安
全
な
住
ま
い
づ
く

り
」
へ
の
支
援
も
引
き
続
き
行
い
ま
す
。

そ
し
て
、
省
エ
ネ
化
の
促
進
や
地
域
の
木

造
住
宅
促
進
な
ど
に
よ
る
「
良
質
な
住

宅
・
建
築
物
の
整
備
」
が
４
つ
目
の
重
点

維
持
管
理
や
リ
フ
ォ
ー
ム
に
よ
っ
て
、
既

存
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
長
寿
命
化
を
図
る

「
長
期
優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事

業
」
は
、
補
助
率
・
補
助
限
度
額
の
変
更

な
く
継
続
さ
れ
ま
す
。

　

一
定
の
基
準
を
満
た
し
た
既
存
住
宅
に

標
章
の
付
与
を
行
う
「
安
心
Ｒ
住
宅
」
が

４
月
１
日
か
ら
流
通
開
始
と
な
り
ま
す
が
、

「
長
期
優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事

業
」
の
事
前
採
択
の
対
象
に
も
追
加
さ
れ

ま
す
（
図
１
・
２
）。

　

新
し
い
取
組
み
と
し
て
は
、「
住
宅
瑕

疵
等
に
係
る
情
報
イ
ン
フ
ラ
整
備
事
業
」

（
図
３
）
が
始
ま
り
ま
す
。
こ
れ
は
ハ
ウ

ス
メ
ー
カ
ー
や
保
険
会
社
な
ど
の
民
間
事

特  集

2018年度
住宅関連施策を読み解く

質
の
向
上
と
多
彩
な
利・活
用
で

既
存
住
宅・リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
の
活
性
化
を
目
指
す

２
０
１
８
年
度
の
住
宅
関
連
予
算
は
ほ
ぼ
前
年
度
を
踏
襲
し
、「
長
期
優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事
業
」
や
「
地
域
型
住
宅

グ
リ
ー
ン
化
事
業
」
は
、
前
年
度
を
上
回
る
予
算
で
支
援
事
業
が
継
続
さ
れ
る
。「
新
た
な
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
制
度
」
や
「
安

心
Ｒ
住
宅
制
度
」
も
い
よ
い
よ
実
質
的
な
支
援
事
業
の
開
始
と
な
る
。
ま
た
、
新
し
い
取
組
み
と
し
て
「
住
宅
瑕
疵
等
に
係
る

情
報
イ
ン
フ
ラ
整
備
事
業
」
が
始
ま
る
な
ど
、
全
体
的
に
既
存
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
質
の
向
上
と
活
用
に
照
準
を
合
わ
せ
た
予
算

と
な
っ
て
い
る
。
３
月
に
は
空
き
家
の
活
用
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
た
、「
建
築
基
準
法
」
の
改
正
案
も
閣
議
決
定
さ
れ
て
い
る
。

２
０
１
８
年
度
の
住
宅
関
連
予
算
の
概
要
に
つ
い
て
、
国
土
交
通
省
住
宅
局
総
務
課
企
画
官
の
菅す
が
よ
し昌
徹て

つ
治じ

氏
に
伺
っ
た
。

従来のいわゆる
「中古住宅」

「安心R住宅」～「住みたい」「買いたい」既存住宅～

「品質が良く、安心して購入できる」

「既存住宅だけどきれい、
既存住宅ならではの良さがある」

「選ぶ時に必要な情報が十分に提供され、
納得して購入できる」

「品質が不安、
不具合があるかも」

「古い、汚い」

「選ぶための情報が少ない、
わからない」

耐震性あり

現況の写真

インスペクション済み

リフォーム等の情報
など「安心R住宅」ロゴマーク

※ 安心R住宅について（2018年度より追加）
・評価基準型、認定長期優良住宅型、高度省エネルギー型に適合する事業
で、安心R住宅制度の要件に適合し「安心R住宅」の標章が付与されるもの
・安心R住宅制度の登録団体が、本補助事業に取り組む買取再販業者および
リフォーム事業者の一覧、実施予定戸数等を明らかにして応募する

申請タイプ
通年申請タイプ

◯

◯

◯

×

×

×

×

◯

◯

◯

◯

事前採択タイプ

安心R住宅※事業タイプ

評価基準型

認定長期優良住宅型

高度省エネルギー型

提案型

消
費
者

事
業
者

住宅
引き渡し

加入
手続き住

宅
取
得
者

事
業
者

補修要請

瑕疵修理

検査

保険金
支払い

協議会等

○ データベースを活用し、統計的傾向分析、発
生原因等の詳細分析、再発防止策の検討

○ 検索・情報提供システムによる以下の情報
提供

・ 消費者向けの啓発情報・有用情報
・ 事業者向けの技術情報の提供
  （インスペクション・維持管理の方法等）等

住宅瑕疵情報の分析等

補強設計から耐震改修までパッケージで支援 ～誰にとってもわかりやすく簡単な制度へ～

啓発情報・購入時の有用情報

技術情報
（インスペクション・維持管理等）

保
険
法
人

瑕
疵
情
報

瑕疵

従来の支援メニュー：個別に申請（手続きが煩雑）
補 強 設 計 設 計 監 理 耐 震 改 修

従来の支援メニューに加え、積極的に取り組む地方公共団体を対象に
新たな総合支援メニューを創設

① 戸別訪問等の方法による住宅所有者に対する直接的な耐震化促進取組み
② 耐震診断支援した住宅に対して耐震改修を促す取組み
③ 改修事業者等の技術力向上を図る取組みおよび住宅所有者から事業者等への接触が容易となる取組み
④ 耐震化の必要性に係る普及・啓発

地方公共団体による積極的な取組み
以下の取組みを行うとともに、毎年度、取組み状況について検証・見直しを行う地方公共団体が対象

制度概要 交 付 対 象：補強設計等費、耐震改修工事費
交付限度額：定額100万円（耐震改修工事費の8割を限度）［国：1/2 地方：1/2］

図4．住宅耐震化のパッケージ支援
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ま
す
。
ま
た
、
こ
れ
か
ら
海
外
展
開
を
考

え
て
い
る
ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー
な
ど
が
、
相

手
国
で
セ
ミ
ナ
ー
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を

開
催
す
る
際
に
も
支
援
し
ま
す
。

既
存
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の

活
用
に
向
け
た

税
制
や「
建
築
基
準
法
」改
正

　

住
宅
関
連
の
減
税
措
置
は
、
２
０
１
８

年
３
月
ま
で
と
さ
れ
て
い
た
特
例
措
置
は

ほ
と
ん
ど
が
延
長
さ
れ
ま
し
た
。
拡
充
は

「
買
取
再
販
事
業
者
に
係
る
不
動
産
取
得

税
」で
、
取
得
し
た
既
存
住
宅
に
一
定
の
リ

フ
ォ
ー
ム
な
ど
を
行
う
場
合
、
建
物
だ
け

先
導
事
業
」）に
つ
い
て
は
国
土
交
通
省

と
、
住
み
分
け
を
行
い
ま
す（
図
７
）。

　

ま
た
、
省
エ
ネ
化
や
耐
震
化
な
ど
海
外

か
ら
注
目
さ
れ
る
日
本
の
住
宅
・
建
築
技

術
を
ア
ジ
ア
な
ど
に
普
及
し
て
い
く
、「
住

宅
・
建
築
分
野
の
国
際
展
開
」
に
も
力
を

入
れ
て
い
き
ま
す
。
新
興
国
の
住
宅
建
築

基
準
・
制
度
を
調
査
・
分
析
し
、
各
国
に

日
本
の
制
度
を
紹
介
す
る
な
ど
に
よ
り
、

日
本
の
住
宅
や
建
築
技
術
を
海
外
に
進
出

さ
せ
る
後
押
し
を
行
い
ま
す
。
実
際
に
ア

ジ
ア
諸
国
か
ら
は
、
日
本
の
制
度
を
勉
強

し
た
い
と
い
う
要
望
が
か
な
り
あ
る
の
で
、

法
律
の
策
定
な
ど
の
お
手
伝
い
を
し
て
い

不
要
と
す
る
空
き
家
の
転
用
促
進
な
ど
が

盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
（
図
５
）。
既
存

住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
活
用
に
、
予
算
や
税
制

に
加
え
て
法
制
度
で
も
焦
点
を
合
わ
せ
る

と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

で
な
く
敷
地
の
不
動
産
取
得
税
も
軽
減
し

ま
す
。
減
額
は
、
①
４
万
５
０
０
０
円
か
、

②
土
地
評
価
額（
１
㎡
当
た
り
）×
１
／
２

×
住
宅
の
床
面
積
の
２
倍（
上
限
２
０
０

㎡
）×
３
％
の
い
ず
れ
か
多
い
方
で
す
。

ま
た
、
耐
震
基
準
を
満
た
さ
な
い
住
宅
を

取
得
後
に
耐
震
改
修
を
行
っ
た
場
合

（「
買
っ
て
耐
震
」）も
同
様
に
、
不
動
産
取

得
税
の
軽
減
を
敷
地
に
も
適
用
し
ま
す
。

　

３
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
建
築
基
準

法
」
の
改
正
案
で
は
、
防
火
・
準
防
火
地

域
の
建
蔽
率
緩
和
や
、
耐
火
構
造
と
す
べ

き
木
造
建
築
物
の
見
直
し
、
耐
火
構
造
を

特  集特  集
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図7. ZEH（ゼロ・エネルギー住宅）等の推進に向けた3省連携の取組み

図6．「地域型住宅グリーン化事業」補助限度額の変更

環境省 引き続き供給を促進すべきZEH
※注文住宅、集合住宅（低層・中層）

経済産業省 将来のさらなる普及に向けて供給を促進すべきZEH
※より高性能なZEH（ZEH＋）、建売住宅、集合住宅（高層）

国土交通省 中小工務店が連携して建築するZEH
※ZEHの施工経験が乏しい事業者に対する優遇

国土交通省 さらに省CO2化を進めた先導的な低炭素住宅
（ライフサイクルカーボンマイナス住宅（LCCM住宅））

Z
E
H
に
対
す
る
支
援

長 寿 命 型 補 助 限 度 額

① 長期優良住宅 100 万円 / 戸 → 110 万円 / 戸※ 1

高 度 省 エ ネ 型 補 助 限 度 額

② 認定低炭素住宅
③ 性能向上計画認定住宅
④ ゼロ・エネルギー住宅

100 万円 / 戸 → 110 万円 / 戸※ 1

100 万円 / 戸 → 110 万円 / 戸※ 1

165 万円 / 戸 → 140 万円 / 戸※ 2

※ 1 施工経験 4 戸以上の事業者の場合、100 万円 / 戸
※ 2 施工経験 4 戸以上の事業者の場合、125 万円 / 戸

図5．建築基準制度の主な見直し
［見直しの方向］

1. 建築物・市街地の安全性の確保
○	維持保全計画作成建築物の範囲拡大
○	既存不適格建築物所有者等への指導・助言の創設
○	防火地域・準防火地域内で延焼防止性能の高い建築物の建

蔽率を 10％緩和

2. 戸建住宅等の用途変更に伴う制限の合理化

○	戸建住宅等を用途変更する場合、一定の措置を講じれば耐
火建築物でなくてよい

○	建築確認が必要となる規模の上限を 100㎡から 200㎡に
見直し

3. 大規模な建築物に係る制限の合理化

○	既存不適格建築物を用途変更する場合、段階的・計画的に
現行基準に適合させていく仕組みを導入

○	既存建築物を一時的に特定の用途とする場合も制限を緩和

4. 木造建築物に係る制限の合理化

○	耐火構造とすべき木造建築物の対象の見直し。高さ 13m
超・軒高 9m 超から高さ 16m 超・階数 4 以上とする

○	木造のあらわし等の耐火構造以外の構造を可能とするよう
基準を見直し

○	防火地域・準防火地域で高い延焼防止性能が求められる建
築物についても、内部の壁・柱においてさらに木材利用が
可能となるよう基準を見直し
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【こうき - しん】

vol.33

庫
県
の
中
西
部
に
位
置
す
る
宍し

粟そ
う

市
。
市
域

の
大
部
分
が
山
地
で
あ
る
こ
と
か
ら
、「
森も

り林

か
ら
創は
じ

ま
る
地
域
創
生
」
を
テ
ー
マ
に
林
業

を
主
産
業
と
し
て
地
場
産
業
の
強
化
を
図
っ
て
い
る
。「
宍

粟
市
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
学
遊
館
」
は
、
研
修
棟
、
宿
泊

棟
な
ど
か
ら
な
る
市
民
の
生
涯
学
習
の
拠
点
と
し
て

２
０
０
３
年
に
オ
ー
プ
ン
し
た
。
そ
の
施
設
内
の
多
目
的

広
場
の
上
に
か
か
る
の
が
、
木
造
の
ア
イ
ビ
ー
ド
ー
ム
だ
。

　

ド
ー
ム
は
間
口
40
ｍ
、
奥
行
き
30
ｍ
、
高
さ
は
最
も
高

い
部
分
で
10
・
５
ｍ
。
柱
は
１
本
も
な
い
た
め
、
フ
ッ
ト

サ
ル
や
ス
テ
ー
ジ
を
利
用
し
た
イ
ベ
ン
ト
な
ど
も
楽
し
め

る
。
地
元
材
の
宍
粟
材
を
指
定
し
、
構
造
材
（
ト
ラ
ス
部

材
）
に
は
間
伐
材
を
利
用
し
た
ヒ
ノ
キ
の
丸
太
１
７
９
６

本
を
、
そ
の
他
建
築
材
に
は
ス
ギ
を
使
用
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
間
伐
材
は
節
や
虫
食
い
な
ど
の
欠
点
が
多
く
、

構
造
材
に
適
さ
な
い
と
さ
れ
て
き
た
が
、「
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

木
造
ス
ペ
ー
ス
フ
レ
ー
ム
」
の
採
用
で
そ
れ
が
可
能
と
な
っ

た
。
こ
の
工
法
は
木
材
を
丸
棒
加
工
し
、
鋼
製
の
球
形
コ
ネ

ク
タ
ー
で
三
角
形
に
つ
な
げ
た
も
の
を
組
み
合
わ
せ
て
い
く

た
め
、
耐
力
に
ば
ら
つ
き
が
少
な
く
、
節
な
ど
が
構
造
欠

陥
に
な
ら
な
い
。
ま
た
、
鋼
管
に
比
べ
て
軽
く
、
簡
単
に

部
分
交
換
で
き
る
の
も
特
徴
だ
。
ア
イ
ビ
ー
ド
ー
ム
は
こ

の
工
法
で
初
め
て
造
ら
れ
た
大
型
建
築
物
で
あ
る
。

　

ト
ラ
ス
部
材
の
金
物
も
兵
庫
県
内
で
製
作
。
構
造
材
か

ら
一
般
建
築
材
、
金
物
ま
で
す
べ
て
県
内
の
地
場
産
業
の
協

力
で
建
設
し
た
こ
と
か
ら
、
関
係
者
の
地
域
創
生
に
対
す

る
並
々
な
ら
ぬ
熱
意
が
感
じ
ら
れ
る
。
巨
大
ド
ー
ム
の
建

設
で
、
地
域
材
の
新
た
な
用
途
開
拓
と
さ
ら
な
る
需
要
の

拡
大
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

写
真
提
供
＝
宍
粟
市
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
学
遊
館
、太
陽
工
業
株
式
会
社

アイビードーム（上）と「学遊館」の全景（左）

地
域
の
間
伐
材
を
利
用
し
た

ア
イ
ビ
ー
ド
ー
ム

兵庫県
宍粟市

兵
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※ 人の話に注意を払い、深く丁寧に耳を傾けること。自分の聞きたいことを聞くのではなく相手が話したいことを受容的・共感的な態度で聞くこと

標
な
ど
を
話
し
て
く
れ
る
高
齢
者
も
多
い
そ
う
だ
。

高
齢
者
と
の
会
話
デ
ー
タ
を
蓄
積
し

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
メ
ソ
ッ
ド
を
提
案

—

愚
痴
や
雑
談
な
ど
は
離
れ
て
暮
ら
す
子
ど

も
に
は
話
し
に
く
く
、
他
人
だ
か
ら
こ
そ
話
せ
る

こ
と
も
あ
る
。
聞
き
書
き
レ
ポ
ー
ト
に
は
通
り
一

遍
の
も
の
で
は
な
く
、
親
の
暮
ら
し
ぶ
り
や
今
の

思
い
が
分
か
る
内
容
が
綴
ら
れ
る
。
子
ど
も
世
代

の
親
に
対
す
る
理
解
が
深
ま
り
、
親
子
の
会
話
が

増
え
る
と
い
う
好
循
環
も
生
ま
れ
て
い
る
そ
う
だ
。

　
「
話
す
こ
と
で
思
い
が
具
体
的
に
な
る
の
か
、

オ
シ
ャ
レ
に
興
味
を
持
っ
た
り
何
十
年
ぶ
り
に
旅

行
を
決
め
た
な
ど
、
ア
ク
テ
ィ
ブ
に
な
る
高
齢
者

が
多
い
ん
で
す
。
こ
れ
こ
そ
が
孤
独
の
ケ
ア
の
効

能
で
あ
り
、
心
が
元
気
に
な
る
証
だ
と
思
っ
て
い

ま
す
。
週
２
回
と
い
う
電
話
の
回
数
も
ち
ょ
う
ど

よ
く
、
頻
繁
す
ぎ
る
と
い
た
わ
り
の
押
し
付
け
に

な
り
、
か
え
っ
て
拒
否
反
応
に
つ
な
が
る
よ
う
で

す
。
高
齢
者
は
あ
く
ま
で
も
目
上
の
人
で
あ
り
、

人
生
経
験
豊
か
な
先
輩
。
こ
の
匙
加
減
が
、
元
気

な
高
齢
者
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
を
成

功
さ
せ
る
カ
ギ
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
」

—

つ
な
が
り
プ
ラ
ス
の
傾
聴
技
術
と
聞
き
書
き

か
ら
発
展
し
た
新
た
な
体
験
型
の
プ
ロ
ダ
ク
ト
と

し
て
、「
親
の
雑
誌
」
と
い
う
自
分
史
作
成
サ
ー
ビ

ス
も
開
始
し
て
い
る
。
雑
誌
形
式
で
５
冊
18
万
円

と
一
般
的
な
自
分
史
よ
り
も
低
価
格
で
作
成
で
き
、

家
族
か
ら
の
プ
レ
ゼ
ン
ト
と
し
て
も
支
持
さ
れ
て

い
る
。
傾
聴
に
よ
り
聞
き
取
っ
た
内
容
を
飾
ら
ず

あ
り
の
ま
ま
に
本
に
す
る
た
め
、
子
ど
も
世
代
に

も
親
の
歴
史
が
よ
く
分
か
る
と
評
判
だ
と
い
う
。

　
「
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
タ
ー
が
直
接
お
宅
に
伺
っ
て
話

を
聞
く
の
で
す
が
、
高
齢
者
に
と
っ
て
は
撮
影
や

資
料
探
し
な
ど
に
費
や
す
労
力
が
楽
し
い
刺
激
と

な
り
、
作
成
す
る
前
よ
り
お
元
気
に
な
る
方
が
多

い
ん
で
す
。
ま
た
、
完
成
し
た
『
親
の
雑
誌
』
は

家
族
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル
に
も
な

る
よ
う
で
、
自
分
史
を
つ
く
ら
れ
た
ご
本
人
よ
り

子
ど
も
世
代
の
方
に
喜
ば
れ
る
傾
向
に
あ
る
ん
で

す
。こ
れ
は
当
社
と
し
て
も
、意
外
な
反
響
で
す
ね
」

—

利
用
者
は
高
齢
の
親
世
代
で
あ
る
が
、
申
込

者
は
子
ど
も
世
代
と
い
う
特
徴
も
あ
り
、
販
路
形

成
は
課
題
だ
と
い
う
。
し
か
し
最
近
で
は
、
従
業

員
の
親
へ
の
ケ
ア
と
し
て
企
業
の
福
利
厚
生
の
一
環

に
取
り
入
れ
ら
れ
る
こ
と
も
増
え
て
い
る
そ
う
だ
。

今
後
の
展
望
を
次
の
よ
う
に
語
る
。

　
「
現
在
、
高
齢
者
と
の
会
話
で
蓄
積
さ
れ
た
内
容

を
も
と
に
し
た
『
高
齢
者
会
話
メ
ソ
ッ
ド
』
の
提

案
を
開
始
し
て
お
り
、
高
齢
者
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と

す
る
企
業
や
施
設
な
ど
で
の
教
育
に
も
活
用
さ
れ

て
い
ま
す
。
い
わ
ゆ
る
〝
世
間
話
〟
の
蓄
積
は
こ
れ

ま
で
に
な
か
っ
た
デ
ー
タ
で
あ
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
ロ
ボ
ッ
ト
に
も
応
用
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ

で
す
。
今
後
も
〝
聞
く
力
〟
を
軸
に
、
サ
ー
ビ
ス

の
規
模
を
拡
大
し
て
い
き
た
い
で
す
ね
」

付 加 価 値 創 造 に 挑 戦

注 企業を訪ねる

る
見
守
り
よ
り
も
コ
ス
ト
が
か
か
ら
ず
、
か
つ
Ｉ

Ｔ
を
活
用
し
た
単
純
な
生
存
確
認
よ
り
も
き
め
細

か
な
ケ
ア
が
可
能
に
な
っ
て
い
ま
す
」

—

代
表
の
神
山
晃
男
氏
は
投
資
フ
ァ
ン
ド
を

経
て
同
社
を
起
業
し
た
。
サ
ー
ビ
ス
の
着
想
は
日

本
の
少
子
高
齢
化
の
加
速
と
、
離
れ
て
暮
ら
す
自

身
の
両
親
。
孤
立
す
る
高
齢
者
を
ケ
ア
で
き
る

サ
ー
ビ
ス
は
な
い
か
考
え
、
多
摩
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン

な
ど
の
団
地
で
道
行
く
高
齢
者
に
突
撃
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
を
試
み
た
。
す
る
と
、
ほ
と
ん
ど
の
人
が

楽
し
そ
う
に
様
々
な
話
を
し
て
く
れ
た
と
い
う
。

　
「〝
話
を
し
た
い
〟
と
い
う
高
齢
者
の
欲
求
は
想

像
以
上
で
、
こ
れ
を
満
た
す
事
業
を
始
め
る
こ
と

に
は
大
き
な
意
義
が
あ
る
と
感
じ
ま
し
た
。
し
か

し
、
高
齢
者
の
見
守
り
サ
ー
ビ
ス
と
い
う
と
、
い

た
わ
り
が
先
に
出
て
し
ま
う
ケ
ー
ス
が
多
く
、
元

気
な
高
齢
者
に
は
不
快
な
場
合
も
あ
る
の
で
は

な
い
か
と
考
え
ま
し
た
。
そ
こ
で
、
心
理
学
を
取

り
入
れ
た
当
社
独
自
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
受
け

た
傾
聴
※
の
専
門
家
で
あ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
タ
ー

が
電
話
を
す
る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
ま
し
た
」

—

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
タ
ー
は
企
業
経
験
者
や
役

者
、
美
容
相
談
員
な
ど
様
々
。〝
あ
な
た
の
話
を
聞

き
た
い
〟
と
い
う
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
伝
え
、
高
齢
者

に
〝
自
分
の
話
に
は
価
値
が
あ
る
〟
と
思
っ
て
も

ら
う
こ
と
が
重
要
だ
と
い
う
。
神
山
氏
の
狙
い
は

当
た
り
、
子
ど
も
た
ち
で
す
ら
聞
い
た
こ
と
も
な

い
よ
う
な
若
い
頃
の
思
い
出
や
、
こ
れ
か
ら
の
目

〝
話
を
し
た
い
〟と
い
う
高
齢
者
の

ニ
ー
ズ
を
満
た
す
新
サ
ー
ビ
ス

—

超
高
齢
社
会
を
迎
え
て
い
る
日
本
で
は
、

ひ
と
り
暮
ら
し
の
高
齢
者
の
お
よ
そ
４
割
が
２
～

３
日
に
１
度
し
か
会
話
を
し
て
い
な
い
と
い
う
調

査
デ
ー
タ
が
あ
る
。
一
方
で
健
康
に
は
問
題
が
な

い
た
め
、
何
ら
か
の
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
受
け

る
こ
と
に
抵
抗
を
感
じ
る
層
も
増
え
て
い
る
。
そ

ん
な
〝
元
気
な
高
齢
者
〟
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
、
心

を
元
気
に
す
る
見
守
り
サ
ー
ビ
ス
を
展
開
し
て
い

る
の
が
、
株
式
会
社
こ
こ
ろ
み
だ
。

　
「
当
社
が
提
供
す
る
『
つ
な
が
り
プ
ラ
ス
』
は
、

専
任
担
当
者
が
ひ
と
り
暮
ら
し
の
高
齢
者
に
電
話

を
か
け
、
聞
き
書
き
レ
ポ
ー
ト
と
し
て
子
ど
も
に

メ
ー
ル
で
伝
え
る
サ
ー
ビ
ス
で
す
。
１
回
10
分
、

週
２
回
の
電
話
を
行
う
こ
と
で
、
戸
別
訪
問
に
よ

体験型プロダクトサービス
『親の雑誌』で家族の絆を深める

傾聴力を生かした会話で
老親を見守る新サービスを考案

蓄積された高齢者対応の
会話メソッドをロボット分野にも活用

株
式
会
社

こ
こ
ろ
みここが注目ポイント

“聞き上手”で高齢者の
心をケアするプロ集団

本　　社 	●	東京都渋谷区広尾 1-9-15　
		  広尾宮田アネックスビル3F
創　　業 	●	2013年
資 本 金 	●	1,550万円
従 業 員 	●	8名
事業内容 	●	高 齢 者 向け 会 話 型 見 守り

サービス、自分史作成サービ
ス、高齢者関連ロボット開発
支援、その他高齢者関連事
業支援

代表取締役　

神山 晃男氏

全20ページ、フルカラーで18万円（税別）から制作できる「親の雑誌」。制作数は約500件に及ぶ
傾聴をベースにした寄り添い形の会話を、ユーザーに合わせて具体的なシナリオ
に落とし込める方法論も構築

専属の担当コミュニケーターと信頼関係を構築
ご利用の手引き、担当者プロフィールに加え、親御様にご
記入いただく「自己紹介シート」と「お話し興味リスト」が
届く。ノウハウが詰まった信頼関係構築のためのプロセス

いつも同じ担当者が定期的に電話
お互いを知った上で、同じ担当者が電話するので、家族に
は話しにくい悩みや体調なども安心して気軽に話せる

会話の内容を、その都度「聞き書きレポート」としてお届け
電話で話したことをすべて語り口調で書き起こし、家族に
メールするため、親御様の暮らしぶりが分かる

機械にはできないきめ細かなコミュニケーションサービス

親御様

定期的な
電話

はじめまして
キット

毎回
レポート

コミュニケーター

ご家族

担当制

定期的な電話

はじめましてキット

ご家族へレポート

『つながりプラス』サービス概要会話シナリオ開発

③ 会話アウトライン
・会話全体像構築
・課題解決と情緒のバランス設計
・他ロジックとの切り分け

④ 具体的会話シナリオ

大量の世間話

① 目的設定
・求めるユーザー体験
・達成事項
・KPI

② キャラ・状況設定

・キャラ設計
・立場・期待値設計

情緒的達成
基準も明確か

愛嬌があり
期待値が適切か

①と②
コンテンツを
適切に反映

コンテンツ
（伝達したい内容）
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　2018年度のZEH支援事業は、環境省・経済産業省・
国土交通省の連携事業として進められる。このうち環境
省と経済産業省担当の概要が発表された。
　経済産業省担当では、より高性能な「ZEH＋（ゼッ
チプラス）を新設。ZEH＋は、通常のZEHに ①さら
なる省エネルギーの実現 ②売電のみを前提とせず自家
消費を意識することが要件として追加された。要素は外
皮性能の強化、高度エネルギーマネジメント、電気自動
車の活用など。補助額は通常のZEHが70万円/件に対
しZEH＋が115万円/件。蓄電システムに対する加算

金の上限も通常30万円から45万円に上げられている。
さらにCLTを構造耐力上主要な部分に使用するか、先
進的な再エネ熱利用を活用する場合は上限90万円/戸
を加算する。
　また、ZEHビルダーの「5つ星表示制度」も新たに設
けられた。前年度のZEHビルダー実績を報告している
こと、実績や普及目標を自社HPに表示することなど、
それぞれ星1つに相当する5つの評価項目が設けられた。
星5つのZEHビルダーのみ執行団体のZEHビルダー 
一覧に掲載される。

　住友林業は、創業350周年を迎える2041年を目標に、
高さ350mの木造超高層建築物を実現する構想「W350
計画」をまとめた。
　この構想計画は当社研究開発機関の筑波研究所が中心
となって行い、建築構法、環境配慮技術、使用部材や資
源となる樹木の開発など、未来技術へのロードマップと
して木造建築物の可能性を広げていく。そして「高層建
築物の木造化・木質化」と「街を森にかえる環境木化都
市の実現」を目指す。
　この超高層建築物は木材比率9割の木鋼ハイブリッド構
造となる。木材と鋼材を組み合わせた柱・梁に鉄骨制振
ブレース（筋かい）を配置するブレースチューブ構造＊とし、
建物をぐるりと回るバルコニー状のデザインとする。
　バルコニー部分は超高層建築物でありながら新鮮な外
気と豊かな自然、木漏れ日に触れられる空間を目指す。
地上から建物のバルコニー部分を経由して高層階まで連
続する緑は、都市での生物多様性を育む景観となる。建
物内部は純木造とし、木のぬくもりややさしさを感じる
落ち着いた空間とする。
　W350計画の総工費は、現在の技術の積み上げでは従
来型超高層建築物のほぼ2倍の試算となるが、今後技術
開発によりコストダウンを進め、経済的にも実現性を高

める。構想の実現は木材の再利用、人にやさしい都市づ
くり、林業の活性化などのメリットがあり、木の良さを
生かす適材適所の木材利用で木造建築の需要を伸ばして
いく。耐火・耐震・耐久性能のさらなる引き上げ、建築
コストの徹底した削減、新たな部材や構法の開発、そし
て資源となる樹木の開発などに注力し、街を森にかえる
環境木化都市の構築を目指していく。

［建築概要］
■ 高さ・階数	：	高さ 350ｍ　階数 地上70階
■ 建 物 用 途 	：	店舗・オフィス・ホテル・住宅
■ 建 築 面 積 	：	6,500㎡
■ 設 計 協 力 	：	株式会社日建設計
■ 延 床 面 積 	：	455,000㎡（6,500㎡×70階）
■ 木材使用量	：	185,000㎥
■ 構　　　造	：	木鋼ハイブリッド構造（内部は純木造）
■ 総工費試算	：	約6,000億円

編集室より

■ 広告掲載・誌面に対するご意見、ご感想は
　 建材マンスリー編集室専用アドレスまでお寄せください。

住友林業株式会社 木材建材事業本部 事業企画部

   kenzai-monthly@sfc.co.jp

■ 弊社ホームページに特集ページのみを掲載中です。
   http://sfc.jp/mokuzai/kenzaimonthly/

花粉症の方には辛い季節ですが、春の訪れが近づいている証拠です。桜の開花
が待ち遠しい一方で春は別れの時でもあります。私は1年半編集長として本誌
に携わってきましたが、4月1日付の異動で今月号が最後となりました。実は
そろそろ紙面のデザインやレイアウトなどを一新したいと考えておりましたが、
そこは後任に託したいと思います。読者の皆様、「建材マンスリー」を引き続
きご愛顧のほどよろしくお願いいたします。（T）

編
集
後
記

今月のニュース

住友林業（株）住宅事業本部　多摩支店　西東京・小平住宅展示場
＊ 家具などのインテリア品は実際の展示と
　 異なる場合があります

＊ブレースチューブ構造：柱・梁とブレースにより筒形の殻（ブレースチューブ）を構成する構造システム。
　柱や梁などで組まれた軸組に対角線状にブレースを入れることで、地震・風などの横からの力に対して建物が変形するのを防ぐ。

環境省・経済産業省による戸建住宅の
2018 年度ＺＥＨ（ゼロ・エネルギー住宅）支援事業発表

街を森にかえる環境木化都市の実現へ
木造超高層建築の開発構想W350 計画始動　－住友林業
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2018年1月の新設住宅着工戸数　単位：戸　▲は減
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